





















































3 - 1　JNT による調査の概要
























総送付数 総回収数 回収（％） 有効回答
直接関連主体 618 232 73.5％ 209
関節関連主体 228 61 26.8％ 55
















「活動歴 20 年以上」「高齢化が進む組織」「SNS を利用する組織」等の組織
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群を抽出しそれぞれの特徴を述べた。中でも町並み保存団体や SNS を利用
している組織などでは資金面であまり困っていないといった結果も出たこと
から一口に活動主体全体で資金面が課題であるとは言えないことが明らかに
なった。
第 5 章　間接関連主体の実態からみた現在の動向と課題
5 - 1　調査結果
間接関連主体向けのアンケート調査結果から支援を実施している組織の現
状と課題をまとめた。支援の選考方法では選考の簡素化が見られ、支援の告
知手段ではインターネット媒体や紙媒体に加えて SNSも合わせて利用する組
織も存在するなど前回調査で見られなかった新たな試みが確認できた。一方
で下記の図 2 に示したように、支援実施組織の課題では支援者の確保、情報
発信力の向上といった項目で高い割合を示しており支援実施組織においても
直接関連主体と同様の課題が見られた。支援実施組織においては過半数の
組織で SNS の利用が見られたことから、支援対象の組織や無関心層の地域
住民に対して情報をいかにリーチさせるかが焦点であることが推測される。
第 6 章　歴史環境保全団体へのヒアリング
6 - 1　中間支援団体へのヒアリング
全国町並み保存連盟のヒアリングから任意組織は高齢化で悩み世代交代
する若者がいないために現構成員が引退できない状況があり、NPO は施設
の指定管理などの通常業務に追われ疲弊している現状が把握できた。また、
観光が盛んな地域では観光客のコントロールに悩んでおり、観光と保存の折
り合いをどうつけるかが今の課題になっているという。
また、JNT へのヒアリングから若者は組織への帰属意識が低下していると
いう社会構造の転換が起きていることや、観光庁の予算増加等の背景から
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今後地域遺産が観光資源として守られる機運の高まりを伺えた。
6 - 2　地域団体へのヒアリング
たいとう歴史都市研究会へのヒアリングでは木造住宅密集地域ならではの
施策や配慮を行いつつ近隣住民との協力があって今の地域や保存活動が保
たれていることが分かった。日常的な活動や施設の開放により現物を見ても
らうことで住民たちの当事者意識の醸成に繋がり共感者の獲得に繋がるとし
ている。
第 7 章　結論
7 - 1　総括
以上より、地域遺産に関わる活動主体の現状や課題が明らかになった。
前回調査では課題の一つ一つが単独の課題であるように見られた。しかし今
回の調査において人材不足は資金不足や世代交代ができないといった課題を
引き起こし、若い世代が入らないことで情報ツールの利用が減少する場合が
ある。また組織の継続性に問題が生じるなど現在の活動主体を取り巻く課
題は複合的かつ複雑であることが分かった。
▲図 1 　直接関連主体における組織の課題の比較
161
▲図 2 　支援実施組織における組織の課題の比較
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